
2007年 9月 26日 
内閣府作業部会 
 

ＷＬＢの実現に向けた資生堂の取り組み 
 

（株）資生堂取締役常務 岩田喜美

 
１．ＷＬＢについての誤った議論 
 
  ① ＷＬＢを、育児期の社員を対象とする「仕事と子育ての両立支援

として狭く捉える議論 
 
    仕事と子育ての両立支援策 ＜ すべての社員の働き方の見直し 
 
  ② ＷＬＢを実現するための働き方の見直しとして、長時間労働の問

目をつむり、多様な働き方・フレキシビリティの向上が課題であ

する議論 
 
          労働の柔軟化     ＜    長時間労働の是正

 
    （フレックスタイムなどの労働時間の柔軟化） （時間外労働の削

    （在宅労働などの場所の柔軟化）       （年休の取得促進

 
  ③ ＷＬＢを最低労働基準の引き上げによって実現すべきという議論 
  
    最低労働基準 ＜ 企業の人材戦略・健康経営・ＣＳＲ 
 
  ④ ＷＬＢの実現は企業にとってコスト増になるという議論 
 
    ノーワーク・ノーペイの原則 
    1時間当たりの労働生産性の向上 
      ①業務の廃止 
      ②業務プロセスの簡素化 
      ③仕事の配分や社員の配置の見直し 
      ④社員の時間意識・時間マネジメント能力の強化 
      ⑤人材育成 
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２．資生堂の事例 
 
（１）労働時間の現状 
 
  イ 当社の３６協定 
     原則：月 45時間、年３６０時間 
     特別条項：月 80時間（年 6回まで）、年 750時間 
 
  ロ 時間外労働の実態（2006年度） 
     
          月平均残業（前年比％）  年間総実労働時間 
    本社      ２９．８（９７．９）   ２０７６ 
    研究所     ２４．７（８８．９）   ２０３８ 
    工場      １５．７（８４．１）   １８６６ 
    販売会社     ５．２（９９．６）   １８２４ 
    （注）販売会社の営業職はみなし労働制を適用 
 
  ハ 年休の消化率の実態（2006年度） 
 
    （株）資生堂     ６０．６％ 
     資生堂販社 営業  １５．６％ 
           内勤  ４２．５％ 
           ＢＣ  ３４．８％ 
           計   ３３．２％ 
     資生堂グループ計  ３９．８％ 
 
  二 社員の意識（2005年度） 
   
    ＷＬＢをとりたい    非常にそう思う  ５８．３％ 
                まあそう思う   ３６．９％ 
                  計      ９５．２％ 
 
    ＷＬＢがとれているか  バランスがよい  ２５．３％ 
                バランスが悪い  ５４．５％ 
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（２）働き方の見直し 
 

イ 時間外労働の縮減等にむけたこれまでの取り組み 
 
 〇 2001年度から 03年度 
   
   2001年 労働基準監督署の本社への立ち入り調査 
 
   ① 各部門の改善策を人事部へ報告するよう要請 
   ② 23時以降の残業禁止 
   ③ ノー残業デーの設定 
 
   ①～③はいつの間にか元の木阿弥 
   その原因は、働き方の見直しに踏み込まなかったこと。 
 
 〇 2004年度から 06年度 
   
   ④ 月 80時間以上の社員がいる部門については人事部が部門（長）

と面談 
   ⑤ 月 100 時間以上又は 3 ヶ月連続 80 時間以上の残業をした社員

に対する産業医のカウンセリング 
   ⑥ 2004年 汐留オフィスで勤務する社員の 9時（管理職は 8時半）

出社要請 
   ⑦ 2005 年 男女共同参画アクション２０（05 年度・06 年度の 2

ヵ年計画） 
   ⑧ 2005年 残業・休日出勤の事前申請 
   ⑨ 2006年 リーダーの評価項目に「働き方の見直し・労働生産性

の向上」を入れる。 
 
   ④～⑨は継続されているが、充分な効果は出ていない。 
 
○ 2007年度 
 
⑩ 2007年 男女共同参画アクション１５（07年度から 09年度ま
での 3ヵ年計画） 
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⑪ 2007年 部門・事業所の責任者が働き方の見直しプランを策定 
 

ロ 好事例 
    
   （イ）財務部（2005年度） 
      社員ひとり 3つ以上の提案 
      提案を「そのまま実行するもの」「修正のうえ、実行するもの」「部

門を越えた課題であるので、関係部門に提案するもの」「実行しな

いもの」の 4つに区分。 
      ５４の提案のうち２９を実行 
      前年比約３０％の残業削減 
 
   （ロ）久喜工場（2006年度） 
      間接部門も含めて、約４０の取り組み 
      前年比３１％の残業削減 
 
以上 
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